
独立行政法人国立少年自然の家の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価

全体評価

①評価を通じて得られた法人の今後の課題

(イ)主催事業については、今後も、先導的な事業の開発や事業成果の発信・普及に努めるとともに、指導者研修

事業では、本部と各施設等との連携による専門性の高い広域的な事業に取り組むことが一層期待される。（項

目別評価ｐ５参照）

(ロ)受入事業については、引き続き、体験活動の重要性や各施設の教育機能の理解促進に努めるとともに、新た

な活動プログラムの開発に努めていくことを期待する。（項目別評価ｐ９参照）

(ハ)今後とも、施設・設備の整備では、安全かつ快適な利用者の活動・生活環境の確保のため、利用者のニーズ

に応えるとともに、老朽化の状況、緊急度等を踏まえ、計画的に整備を進めていくことを期待する。（項目別

評価ｐ15参照）

②法人経営に関する意見

(イ)全国に１４の国立少年自然の家を設置する独立行政法人として、理事長のリーダーシップの下、効率的・効

果的な業務運営に努め、本部と各施設とが一体となって中期目標に示された事務・事業を着実に実施したこ

とは評価できる。

(ロ)今後は、国立オリンピック記念青少年総合センター、国立青年の家及び国立少年自然の家の青少年教育３法

人の統合を踏まえ、各法人がこれまで蓄積してきたノウハウを活かして、青少年教育の振興と青少年の健全

育成を図ることを期待する。

※「③特記事項」については特になし



項目別評価総表

１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度

Ⅱ　業務運営の効率化に関する事項

１　施設の連携体制の状況 Ａ １　施設の連携体制の状況 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

２　業務の効率化状況 Ａ ２　業務の効率化状況 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

１　主催事業の実施状況 Ａ １　主催事業の実施状況 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

２　受入れ事業の実施状況 Ａ ２　受入れ事業の実施状況 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

３　少年教育指導者研修の実施状況 Ａ ３　少年教育指導者研修の実施状況 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

Ⅳ　財務内容の改善に関する事項 Ⅲ　予算、収支計画及び資金計画

収入の確保等の状況 Ｂ 収入の確保等の状況 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

Ⅳ　短期借入金の限度額

短期借入金の借入状況 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

Ⅴ　重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

重要財産の処分等状況 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

Ⅵ　剰余金の使途

剰余金の使用等の状況 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

Ⅴ　その他業務運営に関する重要事項

施設・設備の整備状況 Ａ １　施設・設備の整備状況 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

２　人事管理の状況 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

（注）平成１３年度及び１４年度については、Ａ，Ｂ，Ｃの３段階評価
　　　平成１５年度以降については、Ａ＋，Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｃ－の５段階評価

独立行政法人国立少年自然の家の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価

中期計画の項目名

Ⅱ　国民に対して提供するサービスその他の業務の質の
     向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

評定 評定

Ⅰ　業務運営の効率化に関する目標を達成するた
     めにとるべき措置

Ⅶ　その他文部科学省令で定める業務運営に関す
     る事項

中期目標期間中の評価の経年変化※

中期目標の項目名

Ⅲ　国民に対して提供するサービスその他の業務
     の質の向上に関する事項
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独立行政法人国立少年自然の家
【参考資料１】予算、収支計画及び資金計画に対する実績の経年比較（過去５年分を記載） （単位：百万円）

１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度
収入 支出

運営費交付金 4,329 4,250 4,115 4,037 3,942 業務経費 4,321 4,199 4,256 4,110 4,096
施設整備費補助金 772 663 626 631 547 管理運営費 2,947 2,829 2,800 2,735 2,698
事業収入等 6 39 88 128 163 事業費 1,374 1,370 1,456 1,375 1,398
無利子借入金 0 471 0 0 0 施設整備費 772 1,134 1,066 631 547
施設整備資金貸付金償還時補助 0 0 0 471 0 借入償還金 0 0 0 471 0
計 5,107 5,423 4,829 5,267 4,652 計 5,093 5,333 5,322 5,212 4,643

（単位：百万円）
１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度

費用 収益
経常費用 4,935 4,223 4,245 4,163 4,118 運営費交付金収益 4,152 4,085 4,054 3,940 3,968

事業経費 1,705 1,216 1,300 1,263 1,270 入場料等収入 4 3 74 98 96
管理運営費 3,137 2,874 2,835 2,793 2,715 受託収入 2 26 6 9 46
受託経費 2 26 6 9 46 資産見返運営費交付金戻入 3 17 29 38 41
減価償却費 91 107 104 98 87 資産見返物品受贈額戻入 89 90 77 60 45

財務費用 0 0 0 0 0 雑益等 686 11 6 21 22
計 4,935 4,223 4,245 4,163 4,118 計 4,936 4,232 4,246 4,166 4,218

純利益 1 9 1 3 100
目的積立金取崩額 - - - - -
総利益 1 9 1 3 100

（単位：百万円）
１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度

資金支出 資金収入
業務活動による支出 3,708 4,335 4,125 4,017 4,009 業務活動による収入 4,335 4,280 4,192 4,144 4,086
投資活動による支出 883 1,268 1,170 600 665 運営費交付金による収入 4,329 4,250 4,115 4,037 3,942
財務活動による支出 0 0 0 471 1 入場料等収入 4 4 71 98 98

受託収入 2 26 6 9 46
投資活動による収入 772 663 1,066 631 547

施設整備費補助金による収入 772 663 1,066 631 547
財務活動による収入 0 0 0 471 0

施設整備資金貸付金償還時補助 0 0 0 471 0
計 4,591 5,603 5,295 5,088 4,675 計 5,107 4,943 5,258 5,246 4,633

区分 区分

区分 区分

区分 区分
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独立行政法人国立少年自然の家
【参考資料２】貸借対照表の経年比較（過去５年分を記載） （単位：百万円）

１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度
資産 負債

流動資産 522 340 310 486 460 流動負債 522 330 457 475 349
固定資産 24,166 24,199 24,193 23,679 23,103 固定負債 522 1,026 1,341 523 498

負債合計 1,044 1,356 1,798 998 847
資本

資本金 24,425 24,425 24,425 24,425 24,425
資本剰余金 -782 -1,252 -1,273 -1,273 -1,824
利益剰余金 1 10 11 14 114
（うち当期未処分利益） 1 9 1 3 100

資本合計 23,645 23,192 23,164 23,169 22,815
資産合計 24,688 24,539 24,503 24,165 23,563 負債資本合計 24,689 24,548 24,962 24,167 23,662

【参考資料３】利益（又は損失）の処分についての経年比較（過去５年分を記載）（単位：百万円）
１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度

Ⅰ　当期未処分利益
当期総利益 1 9 1 3 100
前期繰越欠損金 0 0 0 0 0

Ⅱ　利益処分額
積立金 0 1 10 11 14
独立行政法人通則法第４４条第３項 0 0 0 0 0
により主務大臣の承認を受けた額

【参考資料４】人員の増減の経年比較（過去５年分を記載） （単位：人）
１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度

定年制研究職員 - - - - -
任期制研究系職員 - - - - -
定年制事務職員 265 265 258 252 243
任期制事務職員 0 0 6 12 19

※職種は法人の特性によって適宜変更すること
各年度４月１日現在

職種※

区分 区分

区分
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：特に優れた実績を上げた。
：中期目標を十分に達成した。
：中期目標をおおむね達成した。
：中期目標は十分には達成されなかった。 （注）事業年度評価結果については、次のとおりである。
：評価委員会として勧告を行う必要がある。 　　　○平成１３年度及び１４年度については、Ａ，Ｂ，Ｃの３段階評価

　　　○平成１５年度以降については、Ａ＋，Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｃ－の５段階評価

Ⅱ Ⅰ

１ １

独立行政法人国立少年自然の家の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価

ＡＡ

中期計
画評定
A+AB
CC‐

評定

次期中期目標期間
の業務実施に当たっ
て留意すべき点等

中期目
標評定
A+AB
CC‐

評定

Ａ

強化による業務運営の効率化に関しては、以下の具体的な取組みを行った。

　④ 「所長プロジェクト」「課長プロジェクト」の設置による法人の諸課題に対する法人一

     備　　

　②　各少年自然の家の業務の「自己点検・評価」において、共通指標による効率的な作業

　　を行うため、「自己点検・評価シート」を開発

　 体となった取組を推進

　③　各少年自然の家の連携による事業推進を図るため、海浜活動が可能な施設による「海

　　の体験活動研究会」の設置、国立少年自然の家間の子どもの広域交流を目指した「広域

　 交流事業企画委員会」の設置により、今後の連携方策を検討

　　ウ  少年自然の家の効率的な運営方法の検討

　　○　庶務・会計事務の一元化等に向けた検討

　①　少年教育の中核的な施設として、法人一体となって取組む国立少年自然の家の「使命」

　 及び「経営の方針」等を策定

　④　業務改善プロジェクトの設置

      法人としての業務運営の改善・充実を図るため、実務者による３プロジェクトを設置

　　ア　法人としての今後の主催事業の在り方についての検討

    イ　少年自然の家の利用促進及び安全対策等についての検討

　全国１４カ所に分散して設置されている少年自然の家の業務の機能的な統合、連携体制の

【平成１３年度】

　①  法人組織の効率的な業務運営を推進するため、統一した諸規則の制定、事務体制を整

【平成１４年度】

　②  法人本部と各少年自然の家の一体的業務処理を推進するため、コンピューターネット

　　ワークを整備

　　　・　法人本部での人事管理・給与計算・会計支払い事務の一元化

　　　・　電子メールによる情報の交換・文書の電子ファイル化

　③　法人本部と各少年自然の家との連携協力、情報の共有を図るため、理事長と所長との

　　懇談会を実施

中　期　目　標　

   C－

業務運営の効率化に関する目標を
達成するために取るべき措置

中　期　計　画　

○業務運営の効率化に関する事項

評　価　項　目

指　　　標

   A＋

   A　
   B 
   C 

施設の連携体制の状況

業務運営の効率化に関する事項

 全国に分散した施設の管理運営、業
務の実施等について効率化・体系化
を図る。

 全国に分散した施設を機能的に統合
して連携体制を整備し、事務の集中管
理による簡素化・効率化を図る。

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

ＡＡＡＡ

評　価　に　係　る　実　績

評　価　基　準

C C－A＋ A B 13 14 15

　事業年度
　評価結果(注)

16 17

①事務の集中管理による簡
   素化、効率化状況

○管理運営事務
の本部への集中
化・一元化、施
設間の連携協力
を推進し、効率
的・効果的な業
務運営に努めて
いくことを期待
します。
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　　　討

      直し

【平成１５年度】

  ①　課長で構成するプロジェクトを設置し、平成１６年度の実施に向けて、以下の事項に

    ついて検討を実施

   オ　非常勤職員の雇用形態・諸手当の見直し

【平成１６年度】

  ①　事務組織の見直し及び管理運営事務の本部一元化について平成１５年度の検討結果を

    踏まえ、以下の事項を実施

   ア　各少年自然の家の事業部門強化を目指した課係名称・事務分掌変更

  ①　平成１６年度に実施した各少年自然の家の事業部門の強化をねらいとした課係名称の

   ア　管理運営事務の本部集中化・一元化のための事務内容の見直し・職員の再配置の検

   イ　各少年自然の家の事業部門の強化を目指した組織機構（課係名称・事務分掌）の見        

   ウ　準専門職員の雇用形態に見合った評価・処遇の在り方の検討・実施

　 エ  平成１６年度準専門職員採用のための公募の実施

  ②　業務運営の標準化を図るため、旅費・謝金の統一基準の検討

    変更に基づき、各少年自然の家においては、事業における課間の連携協力体制の充実・

　　 ○　課名称変更　　庶務課　→　事業企画課　　

　　　　 　　　　　　　事業課　→　事業推進課

　 　○　管理事務の本部集中化・一元化

　 　　・　本部組織の強化（総務課の新設、５係による課体制）

　　 　・　人事・会計事務の本部集中化

         （人事事務、契約事務、経理関係データ入力等）

 　イ　旅費・謝金の統一的な支払い基準の策定

  ②　冬季間等における本部及び他施設への職員研修派遣による効率的・効果的な業務運営

【平成１７年度】

     の推進

    強化を推進

  ②　業務運営の効率的・効果的な推進のため、前年度に引き続き冬季間における他施設へ

    の職員研修派遣を実施

  ③　子どもの体験活動・読書活動の振興をねらいとした、国立オリンピック記念青少年総

    合センターの委託事業「子どもゆめ基金“ふれあいフェスティバル”を、本部と１２施

    設が連携して実施　
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２ ２

①光熱水料の節減状況

光熱水料の節減率

－

重油平均単価　平成１５年度　３４．５９円／㍑　平成１７年度　５４．９６円／㍑

灯油平均単価　平成１５年度　４６．０７円／㍑　平成１７年度　６３．９６円／㍑

（247,689,830円　－　261,731,414円）×１００
－５．７％

＜重油＞

７８，６５２，２３９円－（３４．５９円／㍑×１，４１７，２３１㍑）≒２９，６３０，２１９円節減

＜灯油＞

（１５年度重油・灯油平均単価×１７年度重油・灯油使用量）

１７，０１２，９５４円－（４６．０７円／㍑×２６５，７５４㍑）≒４，７６９，６６７円節減

平成１５年度の重油・灯油の平均単価で試算した平成１７年度の光熱水料（総額）　

◎節減率・・・－５．７％　（節減目標：５％）

（１３年度光熱水料実績額－１７年度光熱水料実績額）×１００

１３年度光熱水料実績額

◎節減率・・・８．２％　（節減目標：５％）

247,689,830円
≒

○原油価格高騰のため、重油・灯油について１５年度の平均単価で試算すると

２２７，３３１，５２８円

・１７年度重油・灯油支出額

ＡＡ

中期計
画評定 次期中期目標期間

の業務実施に当たっ
て留意すべき点等

A+AB
CC‐

評定

A+AB
CC‐

評定

中期目
標評定

Ｂ

１３年度 － － － － －

ＢＢ

1.0%
未満

1.5%
以上★目標：１％

（前年度光熱水料－当
  該年度光熱水料）／
  前年度光熱水料
注）利用者数の増減を勘
     案する

1.0%
以上
1.5%
未満

　運営費交付金を充当して行う事業に
ついては、国において実施されている
行政コストの効率化を踏まえ、業務の
効率化を進め、中期目標の期間中、
毎事業年度につき１％の業務の効率
化を図る。ただし、新規に追加される
業務、拡充業務分等はその対象とし
ない。

中　期　目　標　

　業務運営の見直しを通じ経費の合
理化を図る。

業務の効率化状況　光熱水料の節減、外部委託、情報
化、調達方法、支払窓口の一本化等
の見直しを進める。

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

A＋ A B C C－

ＡＡ

　事業年度
　評価結果(注)

13 14 15 16

評　価　基　準

評　価　に　係　る　実　績中　期　計　画　

評　価　項　目

指　　　標 17

  光熱水料については、少年自然の家の立地条件、施設設備の内容、利用者数、気候条件等

により変動があるが、利用者へのサービス低下を招くことがないように配慮しつつ、効率的

知を図った。

な運営に努め、職員一人ひとりの節減への意識の徹底や利用者への電気・水道等の使用量の

節減に対する理解、協力を求めるなど節減に向けて様々な取組を行った。 

  また、特に電気及び水道等の使用量の節減にも努力するよう所長会議や課長会議などで周

　　と比較すると全ての項目で減少している。

  ○　利用者一人当たりの使用量でみると、各施設の節減への取組みにより、平成１４年度

１４年度 0.19

灯油
（㍑）

１５年度

1.07

ガス
（㍑）

水道
（㍑）

重油
（㍑）

電気
(kwh)

5.46

5.20 1.04

1.01 0.20

0.18

　　　　【利用者１人あたりの使用量】　

１６年度

9.08

7.15

7.864.79

218.92

218.98

214.20

　光熱水料の対前年度比１％の節減目標については、下表のとおりである。

6.96１７年度 4.63 0.18204.89 0.96

※【総使用量÷稼動数＝１人当たりの使用量】

○　光熱水料の節減率

各施設が光熱水料の節減に向けた積極的な取組みを行ったが、原油価格の高騰などにより、

平成１６・１７年度については、１％の目標を達成することができなかった。

【５年間の光熱水料の節減率】　　　　　　　（％）

１５年度

節減率
１３年度

４．０

１４年度

１．５ ２．５

１６年度

△２．８

１７年度

△６．７

○運営費交付金
の執行について
は、法人が一体
となって業務運
営の効率化を目
指していくこと
を期待します。

○また、光熱水
料については、
利用者サービス
の維持・向上に
配慮しつつ、引
き続き節減に努
めることを期待
します。

3



②

③

④

⑤

◎中期目標期間の業務の効率化率　・・・　　１．７０％

(20,672,575千円÷0.99－20,525,917)÷(20,672,575千円÷0.99）

◎１人当たりの節減率・・・３．８％　（節減目標：５％）

１，３９２，８６４人

１８３．９円／人

１７６．２円／人

１６９．７円／人

１，４０５，７００人

１，４４５，６０４人

○１人当たりの光熱水料

平成１３年度

１６９．９円／人

平成１４年度

１，３４６，９６２人

平成１７年度 １，４７９，５７０人 １７６．９円／人

平成１６年度

平成１５年度

     ス化に努めた。

年　度
節減率 ２．３

 　　ボイラー運転及び保守管理業務、庁舎清掃業務、警備業務、給食業務、シーツ等リネン

１４年度

２．９

　イ 消耗品等の通信販売システムの活用

　　 事務用物品を中心に、定価よりも安く購入でき、物品を宅配便で配達する通信販売シス

１．３

　　 サプライ業務など

○　運営費交付金の１％の効率化については、業務の効率化・経費の節減などの取組により、

１．２

　　 テムは、発注した翌日に調達できることから、本部及び施設で活用した。

　ウ 調達における契約方法の改善

 　　随意契約から競争契約に変更

　　※（運営費交付金予算額÷0.99－運営費交付金決算額)÷(運営費交付金予算額÷0.99)

１３年度

    報の共有に努めた。

１５年度

０．８

１６年度 １７年度

     ★目標：１％

（運営費交付金予算額÷0.99
－運営費交付金決算額）÷
運営費交付金予算額÷0.99）

注）新規・拡充分を除く
注）目的積立金への積立分
　　を除く

1.0%
以上
1.5%
未満

１％の業務の効率化 1.5%
以上

注）「国等による環境物品等
      の調達の推進等に関す
      る法律」への対応に配
      慮する

1.0%
未満

外部委託の見直し状況

事務の情報化の状況

物品の調達方法の改善
状況

○　外部委託については、法律に基づく業務や特殊業務、専門的な資格が必要な業務を除き、

　少年自然の家における業務の簡素化・効率化を図る観点から更に見直しを行うなど、委託

  を推進した。また、委託契約に当たっては契約実績の調査、前年度の業務実績など業務に

　関わる情報を入手し、競争入札等によるなど経費の節約に努めた。

　　平成１３年度から平成１７年度までの本部及び１４施設の外部委託の実施状況は、次の

　表のとおりである。

【５年間の委託業務数】
契約件数業務数

57
60

１３年度
１４年度
１５年度
１６年度

44
51
50

274
302
351
368
374

○　法人としての情報の共有化の推進

　ア　法人としての重要な運営方針や共通の課題、各少年自然の家の先導的な取組事例等、

　　共有すべき情報については、所長会議や所長と役員の懇談会、課長会議等において情

１７年度

　イ　理事長からの業務運営に関する方針や法人としての新たな取組、各少年自然の家の

　　先導的な事業事例等、法人の全職員が共有すべき情報は、昨年度に引き続き、法人内

　　のイントラネット上の掲示板（フォーラム）を活用して、情報の共有化に努めた。

　ウ　法人内の文書発出について、電子メールを活用し、情報提供の迅速化、ペーパーレ

○　少年自然の家の業務運営に必要な物品等の調達においては、法人の規程に基づき、経済

　的な調達に向けて競争原理等を活かしたものとなるように努めた。

　 また、少年自然の家は、市街地から離れた場所にあるため、まとめ買い等により、業務

　【５年間の運営費交付金の節減率の推移】　（％）

　の停滞を防止する工夫を行った。

　ア まとめ買いによる調達の推進

　   本部及び全施設で市価よりも安価に調達が可能なまとめ買いを実施した。

　　　調達品目：コピー用紙、ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ、蛍光管、封筒、消耗品等

　 ５年間においておおむね目標を達成することができた。

≒0.01702
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Ⅲ Ⅱ

１　少年の団体宿泊訓練に関する事項 １　少年の団体宿泊訓練に関する事項 主催事業の実施状況

・主催事業

①

A+AB
CC‐

評定

A+AB
CC‐

評定

次期中期目標期間
の業務実施に当たっ
て留意すべき点等

中期目
標評定

中期計
画評定

ＡＡ

    ・生徒等を対象とした事業」、少年自然の家の豊かな自然や体験活動プログラムを生か

    した「障害児（者）を対象とし，ノーマライゼーション等を目的とした事業」「環境学

3

    進・充実に努めた。

    習に対応した事業」、学校との連携による「総合的な学習の時間に対応した事業」など、

  ② 事業の企画・実施に当たっては、前年度の課題の分析・把握による改善、外部の関係機

    関・団体等との連携などにより、先導的・モデル的な事業の開発に努めた。

　○専門家等からの意見の聴取と専門性の高い事業の実施状況

(2)事業の実施・展開段階での評価

　○継続事業：前回の事業内容の分析とその成果や課題を踏まえた改善状況○新規事業：ニ

○国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

中　期　目　標　

〔主催事業における評価の視点〕

　  ちの自主性・主体性や社会性を育む「長期自然体験活動事業」、長期の移動型キャンプ

    等を通して困難を乗り越え自分への自信や行動への積極性、社会性を育む「不登校児童

　　 き課題等の把握

ＡＡＡＡ
　　ーズの掌握、的確な情報の収集・分析を通した現代的課題に対応する事業の企画状況

　○関係機関・団体との連携による事業展開の状況○効果的・効率的な事業運営○広報の適

(1)事業の企画・立案段階に関しての評価

1615

　事業年度
　評価結果(注)

13 14 17

現代的課題、今日的な少
年教育に関する事業へ
の取組状況

各施設の実状や立地条件等に基
づいた、独自性を発揮した事業の
企画、適切な目的・内容・方法・対
象・時期などを踏まえた事業の実
施、公立少年自然の家等に対す
る事業内容・運営手法などの成果
の普及、事業評価に基づく課題の
改善などを促す。
　また、自然体験活動、ボランテｲ
ア活動、環境学習、異年齢交流な
ど、適切な手法で事業の目的を
達成するよう促す。
　なお、事業の効果をより高める
ために、施設周辺の自然環境の
活用、関係機関等との連携、地域
の課題への対応などにも留意を
促す。

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。 Ａ

　①　国立少年自然の家では、異年齢集団での長期にわたる冒険的な活動を通して子どもた

（ 主催事業の実施における留意事項）

　企画・立案において、従来の効果・
成果等を分析した上で、当該事業の
目的を明確にした企画を行うとともに、
事業終了後においては、当初の目的
が達成されたか結果や評価等の分析
を行う。
　時代のニーズに応じた、少年が社会
生活を営む上で理解し、体得しておく
ことが望まれる課題（以下「現代的課
題」という。）に関する事業の充実及び
昨今の少年をめぐる情勢を踏まえた
今日的な少年教育に関する事業の充
実を図ることが必要である。なお、現
代的課題は、社会や人々の生活の変
化に応じて流動的であることから、事
業実施に当たっては、地域の実情に
照らして、何が現代的であるかを追求
することが大切である。現代的課題及
び今日的な少年教育の課題について
は、
  ・今後の社会の動向に対応した生涯
   学習の振興方策について（平成４年
   ７月生涯学習審議会答申）
  ・新しい時代を拓く心を育てるために
  （平成１０年６月中央教育審議会答
    申）
　･生活体験・自然体験が日本の子ど
　もの心をはぐくむ（ 平成１１年６月生
　涯学習審議会答申）
  ・教育改革国民会議中間報告
　　（平成１２年１２月）
  ・国立少年自然の家中期目標、評価
   等の在り方に関する検討委員会中
　 間まとめ（平成１２年12月）等を参考
   にするとともに、他の少年教育施設
   等の関係機関と積極的に情報・意
   見交換を図り、少年教育の振興を
   図る。
　　　以上の観点から、中期目標期間
　 中に少年自然の家において以下の
   目的の主催事業を実施する。
（１）少年の健全育成をねらいとする、
　　次のような目的を持った主催事業
    を効果的に実施する。
　ア　少年の自然や環境問題等に対
    する関心を高めたり、心身ともに
    健康でたくましい少年を育てる。
　イ　少年の自主性、主体性、協調
    性、リーダーシップ、基本的生活
    習慣等を養う。
　ウ　少年の、異文化や自己を取り巻
　　く人間関係等に対する理解を深め
　　郷土愛の醸成や対人関係能力の
　　向上、思いやりの心の育成等を図
　　る。

国民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上に関する
目標を達成するためにとるべき措
置

中　期　計　画　

国民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上に関する
事項

C

・主催事業に関する計画
　主催事業を計画するに当たり、①継
続事業においては、前回の事業の成
果を踏まえ、継続していく必要性や事
業のねらいを明確にする、②新規事
業においては、地域の実情に照らし、
現代的課題とは何かについて的確な
情報を収集、調査分析を行い、その展
開方法について各分野の専門家の意
見を取り入れるなど、もっとも成果が
上がるような計画を策定する。
　また、計画策定に当たり、過去の同
種の事業の参加人数や指導者の許容
範囲を勘案しながら適正な事業規模と
する。事業終了後において、当初の目
的が達成されたか、報告書を作成し、
結果や評価等の調査研究を行う。
　以上のことから中期目標期間中に、
地域・課題等を考慮し、以下の主催事
業を計画的に実施する。

（１）

評　価　項　目 評　価　基　準

C－A B指　　　標 A＋
評　価　に　係　る　実　績

エ　国の施策を具現化する事業

オ　地域の青少年施設との連携事業

カ　その他少年の健全育成を図るための事業

合　　　　　　計

新規

    切性

(3)事業の「安全管理」に関する評価

518

　○事業の実施前・実施中における安全対策

(4)「事業の成果」に関する評価

　○平成１６年度の「自己点検・評価」における課題への対応○事業のねらい・目的の達成

　　状況○参加者の満足度(80%以上)

　○適切な定員による事業の実施○費用対効果の検討○事業成果の普及の取組み○改善すべ

    少年の現代的な課題に対応した多様な事業を展開することにより、少年の体験活動の推

【１３年度】

19
5
7

13

継続

12
15
3

9,32661

計

16
25
6
32
7
10
96

2,554
380

3,461

事　　　業　　　区　　　分 参加者数
（人）

523
1,890

4
10

事　　業　　数

ア　異年齢による長期自然体験事業

新規

15
1

2
3

35

イ　各施設の特色･立地条件を活かした事業

ウ　国立少年自然の家相互間の連携共催事業

【１４年度】

計

53
16

継続

38
15

11

6

1,870

3,187

388
13,590

1,325

4,677
1,142

1,001

ア　少年の現代的課題等に対応した事業

イ　各施設の特色･立地条件を活かした事業

15

20オ　自然体験活動の教育効果を立証する事業 6 14

47

8

2
103

カ　その他少年の健全育成を図るための事業

キ　体験活動を充実させるための親を対象と
   した講座

合　　　　　　計

3

4
150

参加者数
（人）

5
ウ　公立少年自然の家等のモデルとしての先
  導的な事業

エ　各施設の教育活動を積極的に外部に発信
  できる「重点事業」

事　　業　　数事　　　業　　　区　　　分

2913

10

16

○今後とも、現
代的課題に対応
した先導的な事
業の開発に努め
るとともに、そ
の成果をより多
くの教育関係者
に発信・普及す
るための取組み
をしていくこと
を期待します。

5



※(　)　数字は再掲による事業数・人数

カ　公開シンポジウム等による発信・普及事
　　業

合　　　　　　計

ウ　小学校低学年を対象とした事業

エ　学校との密接な連携による事業

オ　その他少年の健全育成を図るための事業

カ　保護者を対象とした事業

オ　保護者を対象とした事業

新規
ア　少年の現代的課題等に対応した事業

イ　各施設の特色･立地条件を活かした事業

ウ　学校との密接な連携による事業

エ　その他少年の健全育成を図るための事業

0
1,864

(1130)

5,219
1,673
(2072)
3,354

事　　業　　数

計

126

(23)

参加者数
（人）

【１５年度】

事　　　業　　　区　　　分
継続

(1)
0

63
28

(10)
12
4

(1)
6

(8)

0
8
4

6

113

17
10
(2)

4

(1)
37

46
18

(3)

事　　業　　数

0
76

(9) (12)

(1)

参加者数
（人）計

12,236

(3225)

【１６年度】

事　　　業　　　区　　　分

ア　少年の現代的課題等に対応した事業

イ　各施設の特色･立地条件を活かした事業

キ　公開シンポジウム等による発信・普及事
　　業

合　　　　　　計

新規 継続

10 12
37

2 14

4,26545378
22 1,834

1,00710
16 4,639

688330
2 1 3 117

7,301606

(1) (1) (6644)
19,8511057035

(1) 0 (1) (6644)

継続

イ　各施設の特色･立地条件を活かした事業

ウ　小学校低学年を対象とした事業

エ　学校との密接な連携による事業

オ　その他少年の健全育成を図るための事業

【１７年度】

事　　業　　数事　　　業　　　区　　　分

ア　少年の現代的課題等に対応した事業

カ　保護者を対象とした事業

1
1

1
0
3

キ　公開シンポジウム等による発信・普及事
　　業

合　　　　　　計

2,296
1,094

639
2,032

308
593

629

(440)

(440)

計

41
11
8
9
1
4

51

7,591

27
7
7
8

(3) (3)

79

(3)

4

27

(3)

参加者数
（人）

52

0

新規

14
4
1

6



②

③

4

133

        ラムの開発では、取り組む課題や事業テーマに関係する機関・団体や専門家等と

        の連携により、より充実した事業となるよう努めた。

        で、９名の職員が研究に取組み、これらの成果は、学会での発表や研究紀要への

    ②  開発体制の整備
      ○  少年自然の家における事業活動を通した実践的な調査研究や多様な事業プログ

　○　事業プログラムの開発では、総合的な学習の時間、長期自然体験活動、障害児、不

　○　調査研究では、子どもたちに及ぼす体験活動の教育的な効果に関する実証的な研究

１７年度

９２．７

１６年度

９１．４

１５年度

【５年間の参加者の満足度】　　　　　　（％）

28 1１７年度

合　　計 106 27
29

13 19

新規

6

継続 計

27 0 27

１６年度

20

年　　度
事　　業　　数

9 29
25 4 29

１５年度

１６年度

１３年度

１４年度

15
16

１５年度

１４年度 2 2

13
48

9
10
6
27

１７年度

合　　計

新規

－

6
6
7
21

年　　度

１３年度
継続

－
計

－

事　　業　　数

　　ある児童・生徒の自然体験活動プログラムの開発、幼児、低学年児童・生徒を対象と

　　した自然体験プログラムの開発など、５年間で１３３の事業プログラムを開発した。

ア　教育効果に関する実証的な調査研究等　　　　イ　事業プログラムの開発

    ①  実施状況

　　登校、歴史・文化等をテーマとした事業の開発、養護学校等との連携のもと、障害の

　　や障害のある子どもたちへの体験活動のあり方や支援方策、子どもたちの変容と活動

　　プログラムとの関係の検証など、５年間で４８の調査研究を実施した。

１４年度

９３．２

１３年度

９３．７ ９３．１

11,199

23

合　　計 69

49 67

109,862188 257

14 34 48
2 16 18

20,085
25,662
26,528
26,388

１３年度
１４年度

継続
参加者数
（人）

１５年度
44 67

18

計

12 45 57

調査研究・開発体制を整え、新し
い活動プログラムの開発・実施・
普及計画を立て、新規プログラム
を開発し、公立少年自然の家等
に普及する。

主催事業参加者から高い評価が
得られるよう、各施設において事
業の企画、参加者への対応等が
適切に行われるよう促す｡

プログラムの開発及び普
及状況

80%
未満

90%
以上

80%
以上
90%
未満

80%
未満

80%
以上
90%
未満

（２）　平成１４年度から実施の完全学
　　校週５日制に、適切に対応する。

（３）　活動プログラムの充実を図る。

（４）　これらの研修に参加した者のう
   　ち毎年平均に８０％以上が「有意
　　 義だった」「役に立った」と回答し
     てもらうよう研修内容の充実を図
     る。

（４）

（３）

（２）平成１４年度から実施の完全学校
週５日制に対応するため、これま
での学校週５日制対応事業の成
果をまとめ、平成１４年度以降の
学校週５日制対応事業について、
その在り方を検討し、検討結果に
沿って実施し、その成果を公立少
年自然の家等に普及する。

90%
以上

学校週５日制対応事業
についての取組状況

アンケート調査による参
加者の満足度
★目標：８０％以上

アンケート調査による参
加者の満足度
★目標：８０％以上

１３年度 １６年度

【５年間の参加者の満足度】　　　　　　　　　　（％）

９３．３

１４年度

９６．５

１５年度

９１．６ ９１．０

１７年度

９２．２

１６年度
１７年度

○　土曜日・日曜日などに、子どもたちに豊かな自然の中での様々な体験活動の機会を提供

　するとともに、家族が共通の体験活動を通じて、家族のふれあいや絆を深めることをねら

　いとして、５年間で新規で６９事業、継続で１８８事業、合計で２５７事業を実施した。

年　度

　これらの事業を通して、子どもとその家族など、約１１万人に活動の機会と場を提供した。

【学校週５日制対応事業５年間推移】

事　　業　　数

新規

      ○  平成１６年度から、国立少年自然の家の教育事業活動における教育的効果や管

        理運営等に関する調査研究について、法人職員の研究意欲の向上等を図るねらい

        で、法人職員からの研究申請に基づき、本部で事業等への波及効果等の可能性、

        期待度などにより審査し、研究費の助成を行った。平成１６・１７年度の２年間

        投稿など、外部への発信に努めた。
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④ 事業成果及び調査研究
の取りまとめ状況と関係
機関への普及状況

　　等に配付し、普及に努めた。

　①  調査研究等の取りまとめ状況

　　報告書や調査研究報告書として取りまとめ、全国の公立少年自然の家や教育関係機関

 ○　主催事業の展開内容や成果、開発した事業プログラムや調査研究の成果は、主催事業

　　ア　主催事業実施報告書　　　　　　　　　　　　　イ　調査研究報告書

年　度 刊行部数 報告書数報告書数 年　度 刊行部数

162

１３年度

１４年度

１５年度

１６年度

23
43
37

　　　教育施設、都道府県教育委員会等に配布するとともに、ホームページを活用して報

　　　告書の概要等の掲載、公開シンポジウム等での事例発表等を行い、普及に努めた。

13,165
44,230
83,185
26,440

１７年度

合　計

34

25
１６年度

１７年度

合　計

19,840
186,860

１３年度

１４年度

１５年度

14
13
13
34

79,293

(4)
12
(2)
86

26,440

(3000)
7,700
(1300)

18,703
16,300
10,150

(4300)

※　(　)　数字はアの再掲による報告書数・刊行部数

　②  事業成果の普及・発信の状況

　　○  事業成果のより広域的な発信のために、主催事業報告書については全国の青少年

(6)

　　○　平成１６年度には、報告書等の情報が具体的に公立少年自然の家等でどのように

　　　活用されているか等について、主催事業報告書等の活用状況等に関する調査を実施

　　　し、その結果、公立少年自然の家、都道府県・政令指定都市教育委員会では、約７

　　○　平成１７年度には、本部において、国立少年自然の家の教育事業活動に対する理

      割で「活用している」との回答を得た。

       　委員会等に配付した。

  　  解を促進するとともに、少年教育関係者の事業企画や研究活動の参考に資するため

　　  各少年自然の家がこれまで刊行した主催事業・調査研究報告書のうち、特徴的な報

      告書をまとめた集録集「チャレンジ」を発刊し、公立少年自然の家、都道府県教育

8



２ ２

①

②

③

★目標：７０％以上

④

★目標：７０％以上

A+AB
CC‐

評定

A+AB
CC‐

評定

次期中期目標期間
の業務実施に当たっ
て留意すべき点等

○今後とも、利
用者への研修支
援に努めるとと
もに、利用促進
のための積極的
な広報活動等に
取組むことを期
待します。

中期目
標評定

中期計
画評定

「受入れ事業における評価の視点」

　　　　　た。

少年の団体宿泊訓練のための利用に
供するとともに、少年の団体宿泊訓練
についての指導及び助言に関する事
項

・受入れ事業に関する計画 14３
万人
以上

★目標：１３０万人程度

年間の稼動数

　事業年度
　評価結果(注)評　価　に　係　る　実　績

17C

評　価　基　準

1３0
万人
以上
14３
万人
未満

C－

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

B

1３0
万人
未満

A

新規利用団体受入れに
対する取組状況

80%
以上

アンケート調査による
利用者の満足度

指導・助言に対する
満足度

70%
未満

指　　　標 A＋

施設を、少年の健全育成を目的と
して学校、団体、グループなどが
実施する、少年及び少年教育に
携わる指導者を対象にした団体
宿泊訓練のための利用に供す
る。

評　価　項　目

受入れ事業の実施状況

中　期　計　画　

（３）公立施設では受入れが困難な大
規模利用（２００人超）・長期利用
（５日以上）及び新規団体の利用
などにも配慮しつつ、毎年度１３０
万人程度の利用者を受け入れ
る｡

広報活動を積極的に行い、これま
で青少年教育施設を利用したこと
のない団体を受け入れる。

（４）

（２）

（１）

中　期　目　標　

少年の団体宿泊訓練のための利用に
供するとともに、少年の団体宿泊訓練
についての指導及び助言に関する事
項

・受入れ事業

（３）　これらの利用団体のうち、毎年
　　平均で７０％以上が「利用して良
　　かった」「役に立った」と回答して
　　もらうよう、利用者サービスの向上
　　を図る。

70%
未満

70%
以上
80%
未満

80%
以上

70%
以上
80%
未満

13 14

Ｈ１５

○利用目的の達成度（７０％以上）○新規団体の利用促進と広報活動の実施状況○利用

者サービスの向上と職員研修の状況○利用団体の活動を支援する人材の確保と資質向上

の研修状況○利用者の視点に立った改善状況

（７０％以上）

Ｈ１３
(1)施設別利用状況

○年度内の目標稼働数の確保（１３０万人程度）○指導・助言に対する利用者の満足度

1,445,604

14,231

（中期目標期間中の全国の学校利用割合＜法人としての目標値＞）　

小学校・中学校・特殊教育諸学校：各１０％以上

  受入れ事業においては、各施設とも積極的な広報等に努め、各年度とも中期目標に示さ

れた一年度間の目標稼働数１３０万人程度を達成するとともに、各年度とも前年度を上回

17,040

  また、未利用小・中学校、青少年団体等への直接訪問や刊行物の配布など少年自然の家

Ｈ１７

17,735

Ｈ１４
17,244

Ｈ１６
17,651団体数

    エ　地域の教育委員会、小・中学校、青少年団体、大学等に直接訪問し広報活動を行う

○　利用促進を図るための広報活動

　　小・中学校等の利用促進、特に未利用の小・中学校の新規開拓、「総合的な学習の時間

　  」による利用促進、また、冬季間等の利用促進を図るために行った主な広報活動は、次

　　ア　事業報告書、刊行物を作成し、未利用団体に配布した。

    のとおりである。

　　イ　未利用の小・中学校を中心に、利用案内の送付や職員の直接訪問などの積極的な広

      報活動を行った。

    ウ　未利用団体へのポスター、チラシ、ビデオ等を送付し利用促進に努めた。

【５年間の指導・助言に対するの満足度】　　　（％）

      ネル展示やパソコンによる活動紹介、各少年自然の家の広報資料の展示・配布を行う

      など、新規利用団体の開拓に努めた。

    オ　各少年自然の家で施設開放事業を実施し、少年自然の家の持つ教育機能の理解と利

      用促進を図った。

    カ　「全国生涯学習フェスティバル」において、法人本部と少年自然の家が連携し、パ

　　　とともに、創作活動作品展示・体験学習コーナーを設けて少年自然の家の広報を行っ

指導・助言への満足度

１３年度
９１．８

は各利用団体の引率代表者に利用最終日に記入してもらい、提出された結果を集計した。

　集計の結果、「利用の満足度」は、全項目において90％以上であり、目標の70％よりも

１６年度
９３．１

１７年度
９２．８

１４年度
９３．９

１５年度
９３．８

高い数値を得ることができた。満足度の詳細は次のとおりである。

利用団体が利用目的を達成する
ために必要な指導・助言の在り方
を検討し、事前の利用相談等に
おいて適切な指導・助言を行い、
全利用団体の最低７０％を超える
利用団体が目的を達成するよう
事業を行う。

１３年度
９２．６

１５年度
９２．７①利用の満足度

【５年間のアンケート調査による満足度】　　　（％）

　少年自然の家を利用しての満足度を把握し、受入事業における生活・活動環境の改善や

利用者サービスの向上を図るため、各利用団体にアンケート調査を実施した。アンケート

９０．３
９０．７

１４年度
９３．２
９７．１
９１．９
９１．５
９１．７

９８．８

１７年度

９６．６
９３．２
９２．５
９３．０

９３．６

③活動面での満足度

④生活面での満足度

⑤職員への満足度

９１．２
９１．４
９３．３

９３．７
９６．１②利用目的の達成度

１６年度

９３．１
９２．４

９３．６

９３．７

９１．２

（１）　施設を、少年を自然に親しませ
　　つつ行う団体宿泊訓練の利用に
　　供することにより、少年の健全育
　　成を図る。
　　　毎年度１３０万人程度の稼働数
　　を確保することを目標とする。
　　　特に、これまで青少年教育施設
　　を利用したことのない団体を積極
　　的に受け入れる。

（２）　利用団体が、少年自然の家に
　　おける団体宿泊訓練を通じて、
　　利用目的を達成するために必要
　　な措置を講ずる。

とができた。

る多くの利用者に体験活動の機会を提供することができた。

1,479,5701,346,962稼働数 1,392,864 1,405,700

15 16

の教育機能の理解促進に努めた結果、毎年少年自然の家を利用する新規団体を開拓するこ

ＡＡ ＡＡＡＡＢ
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⑤

社会教育に関する研修

青少年指導者の国際理解に関する研修

安全管理・健康管理に関する研修

実務研修

接遇に関する研修

　合　　　計

25

施設職員としての資質向上を図る研修

活動プログラムの習得の研修

新任職員に対する研修

自然体験に関する研修

106

447

参加者 件　数

773

269

 各少年自然の家において、利用者サービスの向上を図るため、接遇に関する研修や専門性

を高める研修など、以下のとおり実施した。

参加者 件　数

１４年度

職員の資質向上を図るための実践的研修事業等の実施

接遇に関する研修

防災・救急法等の研修

　合　　　計

利用者サービス向上の
ための職員に対する研
修の計画的な実施状況

少年自然の家職員に対し、指導
能力向上、企画能力向上、接遇
の向上など、施設内外での研修
機会を与える。

（５）

１３年度

69

件　数

8

7

13 273

その他の研修

566

70

132

19

14

8

1,383

１４年度

件　数 参加者 

31

46

17

13

166

530

　　　①所内での研修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（参加者；人）

参加者 

42

17

330

206

185

157

1,136

556

2,472

5,230

合　　計１７年度１６年度１５年度

374

53

参加者 件　数

201 2,166

91

920

849

2,403

2,766

316

1,158

9,658

72

129

112

489

件　数 参加者 

725

319

3,408

82

31

52

124

19

40

348

873

890

3,555

60

24

43

150

17

33

327

772

1,188

17

18

参加者 件　数

59

17

245

668

261

758

688

98

222

2,695

34

100

１３年度

件　数 参加者 

101

31

7

9

5

4

182

220

102

11

25

52

65

23

498 170

52

18

6

6

202

26

10

19

合　　計１７年度１６年度

65

94

19

435

22

64

2

参加者 件　数

215

58

59

32

46

131

6

547

573

107

133

34

107

186

40

1,180

参加者 件　数

167

24

50

8

44

77

11

381

53

18

20

6

20

43

2

162

件　数 参加者 

76 181

20 34

20 45

9 9

17 23

20

19

17

9

１５年度

参加者 件　数

86

10

185 362

40 51

3 19

437

　　　②外部機関が実施する研修への参加　　　　　　　　　　　　　（参加者；人）

48

1

200

225

49

38

17

40

58

10



⑥

　

　　　た。

指導員と職員の相互研修会

指導員に対する所長等の講話 2

実施施
設

4

参加人
数（人）

68

合　計

合　　　　計

実　施
施　設

3
1
4

4
1
5

27
62
89

58
55

113

211
227
4386

58
58

116

5
1

1

参加人
数（人）

参加人
数（人）

14

１７年度１６年度１５年度

52
1206

実　施
施　設

参加人
数（人）

実　施
施　設

参加人
数（人）

　　　援するなどの実習を通して、子どもへの理解を深める研修を実施した。

　　ウ  外部の専門的指導員の資質向上を図るため、次のような研修会等を開催した。

１４年度１３年度

実　施
施　設

13

参加人
数（人）

　　ア  ボランティアによる事業の企画・運営等の方法・内容に関する実習を通して、ボラ

　②　資質向上のための研修

　　　ンティアの活動への意欲や資質の向上に努めた。

　　イ  研修内容を実践に即したものとするため、実際の主催事業で子どもたちの活動を支

　　ウ　ボランティア活動に関心のある学生や社会人などの発掘と確保のため、ホームペー

　　　ジの活用、大学へ出向いての広報などにより、多くのボランティアを集めることに努

　　エ　他の教育施設の人材バンクや地域の関係機関・団体等との連携等により外部の専門

　　　的指導員の確保に努めた。

　　　めた。

　　ア　各施設で実施していたボランティアの「養成研修」及び「専門研修」をより効果的

　　　に行うため、国立少年自然の家として「共通プログラム」を策定し、活動推進のため

　　イ　ボランティアの活動促進のため、ボランティア室の設置、ボランティアを担当する

　　　職員の配置、ボランティアとの情報交換の場の設定等、支援体制の整備、工夫に努め

　　　の体制の整備を図った。

　少年自然の家における事業展開には，ボランティアや外部の専門的指導員等の確保が不可

欠なことから、次のとおりこれらの確保と資質向上を図るための研修に努めた。

　①  人材等の養成確保

利用団体の活動支援の
ための人材等の確保及
び資質等向上のための
研修実施状況

利用団体の活動支援のための外
部研修指導員、施設利用者に対
して様々な援助を行うボランティ
アなどの確保及び資質・指導力
向上のための研修機会を設け、
利用団体のニーズに即した支援
を行う。

（６）

11



３ ３

・主催事業 ・主催事業に関する計画 ①

ア

イ ボランティア養成研修

ウ

エ

A+AB
CC‐

評定

A+AB
CC‐

評定

次期中期目標期間
の業務実施に当たっ
て留意すべき点等

○今後とも、少
年団体指導者、
公立少年自然の
家職員、学校教
員等を対象に企
画力・指導力の
向上等をねらい
とした本部・各
施設・関係機関
等との連携によ
る専門的、広域
的な事業を実施
していくことを
期待します。

ＡＡ

中期目
標評定

中期計
画評定

オ　ボランテｲアの養成研修事業

カ　ボランテｲアの資質向上研修事業

合　　　　　　計

13
4

41

3
3

27

ア　少年教育指導者を対象とした専門性の高い研
  修事業

イ　少年団体指導者等を対象とした研修事業

ウ　教員を対象とした体験活動を促進する研修事
  業
エ　公立施設職員を対象とした研修事業

7
6

7
1

4
5

10
5

721
170

3,192

11
11

17
6

16
7

68

582
501

917
301

合　　　　　　計

　【１６年度】

事　　　業　　　区　　　分
事　　業　　数 参加

者数新規 継続 計

7
48

6

7
1
0
4

22

7

9

744
3,549

11
70

4
17

3
17

438

1,139
134
621

473954

オ　ボランテｲアの養成研修事業

カ　ボランテｲアの資質向上研修事業

事　　　業　　　区　　　分
事　　業　　数

ア　少年教育指導者を対象とした専門性の高い研
  修事業

イ　少年団体指導者等を対象とした研修事業

ウ　教員を対象とした体験活動を促進する研修
  事業
エ　公立施設職員を対象とした研修事業

13

16

オ　民間団体・専門機関との連携事業

合　　　　　　計

ウ　ボランティアの養成・資質向上研修

参加
者数新規 継続 計

9
30

21

ア　少年団体指導者等を対象とした研修事業

イ　公立施設職員を対象とした研修事業

　【１５年度】

12
49

8
3
5
5エ　指導者の企画力や専門性を高める研修事業

6
6

16
9 14

21
79

840
561

1,074
3,673

933
265

14
9

45

事　　　業　　　区　　　分

3,504
946

計

　　　【１４年度】
事　　業　　数 参加

者数新規 継続

ウ　ボランティア等の養成やフォローアップのた
　めの研修事業

エ　指導者の企画力・専門性を高めるブロック規
　模・全国規模の研修事業

オ　教職員を対象としたプロジェクトアドベン
　チャー等の実践的な研修事業

合　　　　　　計

7
29

10
7

17

1

11
1

4

10 17
74

1,029
253

1,028

248

21
8

21

　○ 少年教育指導者、ボランティア等指導者研修事業を効果的に取組むため、その範

ア　少年団体指導者、施設職員等を対象としたブ
　ロック規模・全国規模の研修事業

　　開催施設が一体となって専門性の高い研修を実施した。

　○ 教育委員会・各教育機関等との連携事業を実施することにより、少年教育指導者

　（１）主催事業の実施状況
　　　【１３年度】

参加
者数

7

Ｂ Ａ
少年団体指導者、施設
職員等を対象とした研修
の実施状況

少年教育指導者研修の実施状況

特に専門性の高い、少年教育に
携わる指導者の資質向上を目的
とした、次のようなブロック規模・
全国規模の研修事業や地域課題
に対応した研修事業を実施する。

Ａ

16 17指　　　標

Ａ

先導的・広域的・地域中核的な事
業展開が求められる国立の施設
であることを踏まえた、専門性の
高い指導者研修事業を実施す
る。

（２）

（１）（１）

中　期　目　標　

指導者の企画力や専門性等を高
める研修

外部研修指導員を対象にした研
修

B

少年の団体宿泊訓練に関し、少年教
育指導者の研修に関する事項

中　期　計　画　

イ　公立職員を対象とした研修事業・交流事業

新規

少年の団体宿泊訓練に関し、少年教
育指導者の研修に関する事項

C

　  囲と対象者について整理するとともに、「基本研修」「専門性向上研修」など体

　　の専門性の向上と、少年自然の家の教育機能の理解促進につながった。

評　価　に　係　る　実　績

継続

評　価　項　目

　○ 本部と各施設の共催事業では、参加者の広域的な確保に努めるとともに、本部と

15A

事　　業　　数
事　　　業　　　区　　　分

計

13 14

　事業年度
　評価結果(注)

Ａ

評　価　基　準

これらの研修に参加した者のう
ち、毎年平均に８０％以上が「有
意義だった」「役に立った」と回答
してもらうよう研修内容の充実を
図る。

 少年団体指導者､施設職員等を
対象にした研修

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

C－A＋

6

　  系化した事業を実施した。

12



②

４ ４

施設・設備の充実

① ※「Ⅶ－１　施設・設備の整備状況」に記載

広報活動の充実

②

(2)

※「Ⅱ－１　主催事業の実施事業、Ⅱ－２受入事業の実施状況」に記載

（１）

アンケート調査による参
加者の満足度
★目標：８０％以上

80%
以上
90%
未満

附帯業務の実施状況

90%
以上

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

アンケート調査による参
加者の満足度
★目標：８０％以上

前項の業務に附帯する事項

ボランティア養成研修の
実施状況

広報活動の充実に関す
る取組状況

前項の業務に附帯する事項

主催事業等の周知を図るため、
全国の関係機関への広報の充実
を図る。

主催事業参加者や利用団体の意
見やニーズを把握し、団体宿泊訓
練が効果的に行われるような施
設・設備の計画的充実を図る｡（２）

少年の団体宿泊訓練が効果的に
実施されるよう、必要な施設・設
備の充実を図る。

施設・設備の計画的充実
に関する取組状況

広報活動の充実を図るための計
画

刊行物等広報関係資料の配布な
ど、事業の広報活動及び実施事
業の成果等の施設の実状等を踏
まえて効率的に行う。

80%
以上
90%
未満

90%
以上

施設・設備の充実を図るための計
画

（１）

80%
未満

80%
未満

  【１７年度】

事　　　業　　　区　　　分
事　　業　　数 参加

者数新規 継続 計

672
360

1,182
172
616
151

3,153

10
8

19
5

15
5

62

3
6

13
5

7
2

6
0

ア　少年教育指導者を対象とした専門性の高い研
  修事業

イ　少年団体指導者等を対象とした研修事業

ウ　教員を対象とした体験活動を促進する研修事
   業
エ　公立施設職員を対象とした研修事業

オ　ボランテｲアの養成研修事業

カ　ボランテｲアの資質向上研修事業

合　　　　　　計

   【５年間の満足度状況】　　　　（％）

14
1

42

1
4

20

１３年度
９３．０

１４年度
９３．８

１７年度
９３．７

事　　業　　数

１５年度
９４．１

１６年度
９１．１

【５年間のボランティア養成研修の実施状況】

参加者
数(人)新規 継続 計

１３年度

事　　　業　　　区　　　分

4 17
21 840

1,028
○ボランティア等の養成やフォロー
　アップのための研修事業 21

１４年度 ○ボランティアの養成・資質向上研修

0 17
１５年度

○ボランティア養成のための研修事業

○ボランテｲアの資質向上研修事業

5 16
17 621

4 7 11 744

１６年度
○ボランティア養成のための研修事業

○ボランテｲアの資質向上研修事業

3

616
4 151

13 16 721
3 4 7 170

１７年度
1 14 15○ボランティア養成のための研修事業

○ボランテｲアの資質向上研修事業

１６年度 １７年度

89合　　　　　　　　計 24

   【５年間の満足度状況】　　　　（％）

113 4,891

１３年度 １４年度
９３．５９１．８ ９６．９ ９４．４ ９１．１

1 5

１５年度
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Ⅳ Ⅲ

１

１

- - - - -
２

　

　

- - - - -

- - - - -

A+AB
CC‐

評定

次期中期目標期間
の業務実施に当たっ
て留意すべき点等

A+AB
CC‐

評定

－  

中期目
標評定

中期計
画評定

2,420
3,514

86,626

3,025
26,410
1,765

31,200

20,240
1,826

164,075

97,539
8,972

16,883
6,500

129,894

協賛物品

外部資金
計

１３年度 １４年度
3,219
2,391

5,610

　　　＜実績；【自己収入決算額　÷　自己収入予算額＞

　【５年間の外部資金の推移】　　　　　　（単位；千円）

自己収入

受託事業

１５年度 １６年度 １７年度
96,05074,351

るため、企業・団体に対して「笑顔の応援団」を募集し、協賛金の確保に努めた。

　　　【５年間の自己収入の実績】　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

実　績
１３年度

８８．０
１４年度

８２．７
１５年度 １７年度

  　少年自然の家における自己収入予算は、施設内の土地、建物等の貸付料、受託

実習生の受入れに伴う実習料、利用者の使用するシーツ等洗濯費用、主催事業参加

費（食費を除く）、協賛金である。

協賛事業
45,9596,341

 　なお、平成１７年度は本部において、国立少年自然の家の事業活動への支援を得

１１０．９
１６年度
１０１．９

評　価　に　係　る　実　績

ＢＢＡ

13

Ｂ

17

Ｂ

　事業年度
　評価結果(注)

A CA＋

15 1614C－

評　価　基　準

B

（２）　管理業務の節減を行うとともに、
　　効率的な施設運営を行うこと等に
　　より、固定的経費の節減を図るこ
　　と。

財務内容の改善に関する事項

予算の効率的な執行に努め、適切な
財務内容の実現を図ること。

（１）　積極的に外部資金等、自己収
　　入の増加に努めること。

３　期間全体に係る資金計画

２　期間全体に係る収支計画

評　価　項　目

１　期間全体に係る予算

指　　　標
中　期　目　標　

想定される理由
運営費交付金の受入れの遅延及び事
故の発生等により緊急に必要となる対
策費として借入することも想定される。

予算（人件費の見積もりを含
む。）、収支計画及び資金計画

Ⅳ　短期借入金の限度額

中　期　計　画　

○財務内容の改善に関する事項　　　

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

110%
以上

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

100%
以上
110%
未満

100%
未満

②外部資金の受入状況

①自己収入の受入状況
★目標：１００％

　自己収入決算額／
　　　自己収入予算額

収入の確保等の状況

短期借入金の借入状況

（１）主催事業、受入事業の充実
（２）必要な施設設備の充実

計画の予定なし 重要財産の処分等状況 ・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

Ⅵ　剰余金の使途

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

剰余金の使用等の状況

Ⅴ　重要な財産を譲渡し、又は担保に供
   する計画

短期借入金の限度額
　７億円

・剰余金による事業実施実績及び効果
　剰余金による事業実施事由　　など
　　　　　な　　し

・短期借入金の借入実績と効果
　短期借入金の借入理由　など
　　　　　な　　し

・重要な財産の譲渡等の実績　など
　　　　　な　　し

１０３．６

○外部資金の確
保については、
民間企業等へ積
極的な働きかけ
を行い、施設の
持つ教育機能の
理解促進に努め
ていくことを期
待します。

Ｂ

－  

－  

Ｂ
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１ １ 施設・設備に関する計画 

①

中期目
標評定

中期計
画評定 次期中期目標期間

の業務実施に当たっ
て留意すべき点等

A+AB
CC‐

評定

A+AB
CC‐

評定

　　　なお、受動喫煙防止のため、全施設において建物内の全面禁煙を実施した。

　　平成１３年度から平成１７年度までの施設・設備の整備状況は、次のとおりである。

厨房のドライシステム化改修工
事

活動広場補修、遊具の改修と
新設、避難小屋窓等の改修

若狭湾

夜須高原

食堂出入口の自動ドア取設、防滑
性床貼替

合　　　　　計

防火池整備工事

工　事　内　容

食品庫の移設及び老朽化した壁
の補修

前処理装置・急速濾過機・貯水槽
パネルタンクの新設等

那須ロッジ改修工事
浴室、トイレに手すりの取付、宿泊
棟内及び連絡通路へスロープの
取杖

工事金額
（千円）

44,456

154,299

158,177

日　　高

花　　山

山口徳地

工　事　名　称

食堂棟等改修工事

浄水設備改修工事

活動広場、避難小屋等改修工事

那須甲子

　　　また、平成１７年度においては、アスベスト対策工事が必要であった花山・那須甲

 　 子の２施設で速やかに吹き付けアスベストの除去を行った。

103,098

　　〔施設・設備の整備実績状況〕(施設整備費補助金事業)
　　【１３年度】　　　　 ※は１４年度へ繰越を行った工事名である。

88,910

772,384

75,330

施　設　名

　○　施設・設備の整備に当たっては、中期計画に定めた「防災」「研修の充実」「快適

　　な食・住環境の確保」及び「高齢者及び身障者が円滑に施設・設備を利用できるよう

　　な配慮」の観点から計画的にその整備に取組んだ。特に、利用団体の宿泊体験活動が

　　効果的に実施されるよう研修・活動施設の充実を図るとともに、身障者等に配慮した

AA A BA

○その他業務運営に関する重要事項

中　期　目　標　

Ⅴ　その他業務運営に関する重要事
項

長期的な視野に立った施設整備・管
理の実施

中　期　計　画　

（１）　施設の運営に当たっては、長期
　　的な視野に立った施設整備を推進
　　する。その際、高齢者、身障者等
に
　　配慮した施設整備を行うものとす
　　る。

研修・宿泊施設等の新設、改修、
増設計画等
　防災、研修の充実、快適な食・
住環境の確保の観点から、必要
な施設設備の新設､改修､増設等
を計画的に進める。

防災、研修の充実、快適
な食・住環境等の確保の
観点に立った施設設備
の整備状況

C C－A＋

（１）

Ⅶ　その他主務省令で定める業務運
営
  に関する事項

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

施設・設備の整備状況

A
評　価　に　係　る　実　績
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　事業年度
　評価結果(注)

13 14 15 16B

評　価　項　目 評　価　基　準

指　　　標

ロッジ内の段差解消

妙　　高 キャンプセンター炊飯棟地盤整備
工事 19,868

厨房ドライシステム化改修工事

吉　　備

食堂棟等増設及び厨房内改修工
事

立　　山

※宿泊棟・研修棟内部改修工事
宿泊室のバリアフリー化、障害者
等対応エレベーター設置、点字ブ
ロック設置

炊飯棟地盤整備工事

※キャンプ場整備工事 スロープの設置

128,246

※宿泊ロッジ炊飯場等改修工事

防火池兼自然観察用の池整
備、監視カメラ設置等

      利用者が快適に、安心して生活・活動できるようにその整備に努めた。

　　  整備では、食堂出入口の自動ドアの設置、階段の手すりの設置、障害者用エレベータ

      ーの設置、点字ブロックの設置、障害者用トイレの設置、スロープの設置等を行うなど、

○今後とも、安
全かつ快適な利
用者の活動・生
活環境の確保の
ため、利用者の
ニーズに応える
とともに、老朽
化の状況、緊急
度等を踏まえ、
計画的に整備を
進めていくこと
を期待します。

AA
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管理研修棟の耐震補強及び内装
改修

厨房ドライシステム化による食中
毒防止 80,785

1,134,678

日　　高

工事金額
（千円）

82,162

管理研修棟耐震補強等改修

厨房ドライシステム化改修工事
厨房ドライシステム化による食中
毒防止

工　事　内　容

合　　　　　計

大　　隅 ※ロッジ周辺バリアフリー化等改
修

スロープの設置

厨房設備等改修 スロープ設置、手すり取付

　　【１４年度】　　　　   ※は１５年度へ繰越を行った工事名である。

施　設　名 工事金額
（千円）

日　　高

工　事　名　称 工　事　内　容

宿泊棟の耐震補強及び内装改修

※管理研修棟耐震補強等改修
管理研修棟の耐震補強及び内装
改修

室　　戸 63,380

216,671

屋外吸水管及び配水管の更新

厨房ドライシステム化による食中
毒防止妙　　高 厨房ドライシステム化改修工事

宿泊棟Ｂ・Ｃ棟等屋根及び内外装改修

62,856

那須甲子

食堂及び厨房改修
厨房ドライシステム化による食中
毒防止 78,646

※宿泊棟耐震補強等改修 宿泊棟の耐震補強及び内装改修

大　　隅

合　　　　　計 545,587

厨房ドライシステム化改修工事

宿泊棟耐震補強等改修

ロッジ周辺バリアフリー化等改修 スロープの設置

屋根防水及び宿泊室内装改
修・照明のセンサー化と結露防
止のための空調機設置

身障者用トイレ改修

給排水設備改修

那須甲子 宿泊棟Ａ棟等改修
屋根防水及び宿泊室内装改
修・照明のセンサー化と結露防
止のための空調機設置

109,773

若狭湾

129,126

信州高遠 ログハウス改修
腐食したデッキの改修及び内
部改修

239,667
宿泊室のバリアフリー化、障害者
等対応エレベーター設置、点字ブ
ロック設置

給水設備改修
受水槽及び給水配管の更新、浴
槽水自動塩素濃度管理装置設置

宿泊棟・研修棟内部改修工
　　事（再掲）

浴室棟改修
スロープ設置、身障者用トイレ、案
内板 61,832室　　戸

暖房設備改修
経年劣化のボイラ及び暖房用配
管の取替

163,330

139,235曽　　爾

吉　　備 宿泊ロッジ改修その他 ロッジ内段差解消

花　　山

花　　山

39,711

105,193諫　　早

夜須高原 キャンプ場整備 スロープ設置、身障者用トイレ 68,165

　　【１５年度】

施　設　名 工　事　名　称

曽　　爾 暖房設備改修 120,518
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②

立　　山 暖房設備改修 浴室を身障者対応に改修 67,462

大浴場に通じるバリアフリー化の
整備

112,049

炊飯棟への車椅子用歩道を整備

花山他
６施設

各所修繕工事

ロッジ内の段差解消

若狭湾 ※宿泊棟・研修棟内部改修工
　　事（再掲）

那須甲子

（２） 高齢者等に配慮した施
設の整備状況

高齢者及び身障者に配慮した施
設整備の推進
　「高齢者及び身体障害者等が円
滑に利用できる特定建築の促進
に関する法律」等の基準に従い、
高齢者等が円滑に施設・設備を
利用できるような配慮を行う。

宿泊室のバリアフリー化、障害者等対応エレ
ベーター設置、点字ブロック設置

スロープの設置

食堂棟等増設及び厨房内改修
工事（再掲）

※宿泊ロッジ炊飯場等改修工
　　事（再掲）

※キャンプ場整備工事（再掲）

食堂出入口の自動ドア取設、防滑性床貼替

　　【１６年度】

工　事　内　容
工事金額
（千円）

合　　　　　計

施　設　名

吉　　備 102,185

工　事　名　称

信州高遠
花　　山 耐震地滑り対策工事

立　　山

生活関連棟バリアフリー化等改修

若狭湾

工　事　名　称

　　【１３年度】　　   　　※は１４年度へ繰越を行った工事名である。

施　設　名

なすロッジ改修工事（再掲）

妙　　高 炊飯棟地盤整備工事（再掲）

身障者用トイレ、可動式スロープの設置他

夜須高原

吉　　備

室　　戸 厨房ドライシステム化等改修

　　【１７年度】

施　設　名
工事金額
（千円）

工　事　内　容

食中毒・湿気防止、作業効率向
上

那須甲子 厨房ドライシステム化改修工事
食中毒・湿気防止、作業効率向
上

諫　　早 厨房ドライシステム化等改修
食中毒・湿気防止、作業効率向
上

花　　山 法面排水整備基幹環境整備（排水等）工事

工　事　名　称

信州高遠 厨房ドライシステム化改修工事
食中毒・湿気防止、作業効率向
上 96,423

山口徳地 厨房ドライシステム化改修工事
食中毒・湿気防止、作業効率向
上 69,226

203,791

宿泊ロッジ等防災改修 ロッジの階段改修・トイレ改修 58,003

災害復旧 災害復旧

暖房設備改修 基幹整備及び生活環境整備

100,358

工　事　内　容

101,304

地盤改良整備 58,375

23,117

79,849

105,377

630,697

浴室、トイレに手すりの取付、宿泊棟内及び連絡
通路へスロープの取杖

合　　　　　計 546,822

夜須高原 厨房ドライシステム化改修工事
食中毒・湿気防止、作業効率向
上
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身障者用エレベータ、スロープ、点字ブロック、
ベッド、トイレ、車椅子用洗面台

ロッジ内段差解消

スロープ設置、身障者用トイレ、案内板

宿泊ロッジ改修その他（再掲）

生活研修棟等改修（再掲）

施　設　名 工　事　名　称

　　【１４年度】　　   　　※は１５年度へ繰越を行った工事名である。

各所修繕工事

工　事　内　容

浴室棟改修（再掲）

キャンプ場整備（再掲） スロープ設置、身障者用トイレ

※ロッジ周辺バリアフリー化等
改修（再掲）

スロープの設置

厨房設備等改修（再掲）

身障者浴室にリフトの新設、自動扉設置、階
段手すり取付、身障者用トイレ整備　他

スロープ設置、手すり取付

若狭湾

室　　戸

夜須高原

日高他
５施設

大　　隅

吉　　備

管理研修棟耐震補強等改修
（再掲）

　　【１５年度】

施　設　名 工　事　名　称 工　事　内　容

日　　高 エレベータ設置、リフト設置、廊下・浴室段差解
消、手すり増設、身障者用トイレ設置及び改修

吉　　備

曽　　爾 暖房設備改修（再掲）

生活関連棟バリアフリー化等改修
（再掲）

　　【１６年度】

施　設　名

大浴場に通じるバリアフリー化の整備

那須甲子
他６施設

大　　隅

厨房ドライシステム化改修工事（再
掲）

　　【１７年度】

施　設　名 工　事　名　称

立　　山 暖房設備改修（再掲）

工　事　内　容

浴室を身障者対応に改修

各所修繕工事
身体障害者の駐車場整備、連絡通路段差部
分のスロープ化等

ロッジ周辺バリアフリー化等改修
（再掲）

信州高遠
他４施設

各所修繕工事 身障者用駐車場整備、入浴用車椅子設置等

工　事　内　容工　事　名　称

各所修繕工事 身障者用トイレ改修、身障者駐車場整備等

曽爾他
３施設

身障者用トイレ改修

自動扉設置

スロープの設置
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2

ア

イ

ウ

地方公共団体

　常勤職員について、その職員数の抑
制を図る。

A A A

（２）人員に係る指標

　人事サイクルを基本とした、実
践的研修や専門的研修事業の活
用による青少年教育施設の専門
家の計画的な養成を図る。

　その検討結果を踏まえ、平成１６年度からは、準専門職員等の公募による採用・年度実

績の評価の実施、非常勤職員（日々雇用職員）の採用抑制等を実施した。

　また、平成１７年度には、受入れ事業強化のための人材確保の方策として、新たにプロ

上の諸課題」について検討するプロジェクトを設置し、種々の課題について検討を行った。
A A

　関係機関との間で幅広く計画的
な人事交流を行い、多様な人材を
確保する。

・法人による内部評価の
結果を踏まえつつ、各委
員の協議により、評定を
決定する。

（１）方針

人事管理の状況人事に関する計画

人事管理については新情報ネット
ワークシステムにおいて管理す
る。

　少年自然の家においては、平成１５年度から、法人内における専門性の高い職員の計画

的な養成を行うため新たにプロパー職員（準専門職員）を採用するとともに、「人事管理

パー職員（活動インストラクター）を採用した。

　平成１３年度から平成１７年度まで、他機関等からの人事交流や新規採用の状況は以下

のとおり計画的に実施した。

　 なお、常勤職員数は、平成１３年度から平成１６年度までは２６５名、平成１７年度

は２６４名である。

　 【５年間の他機関からの人事交流の状況（役員を除く）】

１３年度
国の機関

４９名
その他

３名２２名
１４年度
１５年度
１６年度
１７年度

６２名
４６名
２９名
４２名

０名
０名

１８名
２８名
２７名
２３名

０名
７名

１名
１名

７名
９名

合　　計

７４名
８１名
８２名
６３名
７４名

新規採用

０名

○今後とも、一
層の事業の充実
のため、専門性
の高い職員の養
成・確保に努め
ていくことを期
待します。

A
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